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平成26年8月

指宿市産業振興部商工水産課

【様式１】
いぶすき山川港特産市場　指定管理者募集に係る現地説明会参加申込書
平成　　年　　月　　日　
指宿市長　豊留　悦男　殿
　平成26年8月12日（火）に開催される標記説明会について，下記のとおり参加を申し込みます。
	申込者
法人ｸﾞﾙｰﾌﾟの場合は,代表法人
	法人等名称
	

	
	所　在　地
	

	
	代表者名
	フリガナ

	
	
	氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	担当部課
（連絡先）
	部　課　名
	

	
	担　当　者
	フリガナ

	
	
	氏　名

	
	連　絡　先
	電　話
	

	
	
	F a x
	

	
	
	E-mail
	

	現地説明会参加者氏名

（３名まで）
	（１）

	
	（２）

	
	（３）


（参　考）

　　【現地説明会の日程等】

　　　１　日　　時　平成26年8月12日（火）　午前10時

　　　２　場　　所　いぶすき山川港特産市場「活お海道」

　　　３　申込方法　郵送，ファクシミリ又は電子メールによる

　　　４　申込締切　平成26年8月7日（木）午後５時まで

　　【送付先】

　　　〒891-0497

　　　鹿児島県指宿市十町2424番地

　　　指宿市産業振興部商工水産課水産係

　　　ＴＥＬ　0993-22-2111（内線311）

　　　ＦＡＸ　0993-23-4987

　　　ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ　sangyo-shoko＠city.ibusuki.lg.jp
	応募受付№
	


【様式２】
質　問　書
平成　　年　　月　　日　

指宿市長　豊留　悦男　殿
「いぶすき山川港特産市場指定管理者募集要項」について，次のとおり質問を提出します。
	法人等名称
	

	所　在　地
	

	部　課　名
	

	担　当　者
	フリガナ

	
	氏　　名

	連　絡　先
	電　話
	

	
	FAX
	

	
	e-mail
	


	質問１
	について（募集要項　　頁　　行目）

	
	

	質問２
	について（募集要項　　頁　　行目）

	
	

	質問３
	について（募集要項　　頁　　行目）

	
	


（注１）質問項目は，できるだけ簡潔にまとめ，募集要項の関連頁を付記してください。

（注２）質問項目が不足した場合は，適宜用紙を追加して下さい。
	応募受付№
	


いぶすき山川港特産市場
＜申請書等様式集（事業計画書含む。）＞
平成２6年8月
指宿市産業振興部商工水産課
第1号様式(第3条関係)
指定管理者指定申請書
平成　　年　　月　　日
　指宿市長　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　所在地　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体等名　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　印　　
　いぶすき山川港特産市場の指定管理者の指定を受けたいので，指宿市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第3条の規定により，下記のとおり書類を添えて申請します。
記
1　事業計画書
2　管理の業務に関する収支予算書
3　法人にあっては，法人の登記事項証明書及び定款又は寄附行為(法人以外の団体にあっては，定款その他基本約款)
4　申請書を提出する日の直前2事業年度における決算に関する書類
5　その他市長が必要と認める書類

	応募受付№
	


第2号様式(第3条関係)

事業計画書

1　基本的事項

	施設名
	　

	団体等名
	　

	代表者
	　

	団体等所在地
	　

	設立年月日
	　　年　　月　　日
	従業員数
	　

	電話番号
	　
	FAX番号
	　

	主たる業務内容
	　

	団体の経営方針
	　

	施設の管理を希望する理由
	　

	その他
	　


2　管理運営を行うに当たっての経営方針について

	　


3　施設の管理について

	(1)　職員の配置及び採用について(指揮命令系統がわかる組織図含む。)

(2)　職員の研修計画

(3)　経理について




4　施設の運営について

	(1)　年間の自主事業計画

(2)　サービスを向上させるための方策

(3)　利用者等の要望の把握及び実現策

(4)　利用者のトラブルの未然防止と対処方法

(5)　その他(地域活動への参加，他施設との連携等)




5　個人情報の保護措置について

	　


6　緊急時対策について

	(1)　防犯及び防災対応について

(2)　その他緊急時の対応について




第3号様式(第3条関係)
　その１　　　　　　　　管理の業務に関する収支予算書(　　年度)

(　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日まで)

収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：円)

	費目
	金額
	内訳
	備考

	指定管理料
	
	
	

	利用料
	
	
	

	販売等収入
	
	
	

	雑入
	
	
	

	その他
	
	
	

	合計
	
	
	


支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：円)

	費目
	金額
	内訳
	備考

	人件費
	職員給料
	
	
	

	
	職員手当等
	
	
	

	
	賃金
	
	
	

	
	共済費
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	報償費
	
	
	

	旅費
	
	
	

	需用費
	消耗品費
	
	
	

	
	燃料費
	
	
	

	
	食糧費
	
	
	

	
	印刷製本費
	
	
	

	
	光熱水費
	
	
	

	
	修繕費
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	役務費
	通信運搬費
	
	
	

	
	手数料
	
	
	

	
	保険料
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	委託料
	
	
	

	使用料及び賃借料
	
	
	

	備品購入費
	
	
	

	負担金
	
	
	

	租税公課費
	
	
	

	その他
	
	
	

	合計
	
	
	


注１　年度ごとに作成すること（毎年度の収支見込が同じであれば１枚の提出でよい）。

　２　各費目の積算明細を内訳欄に記載し，必要に応じて資料を添付すること。
　その２　　　　　　　管理の業務に関する収支予算書(指定管理期間)

収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：円)

	費目
	年度
	年度
	年度
	年度
	年度
	合　計

	指定管理料
	
	
	
	
	
	

	利用料
	
	
	
	
	
	

	販売等収入
	
	
	
	
	
	

	雑入
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	


支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：円)

	費目
	年度
	年度
	年度
	年度
	年度
	合　計

	人件費
	職員給料
	
	
	
	
	
	

	
	職員手当等
	
	
	
	
	
	

	
	賃金
	
	
	
	
	
	

	
	共済費
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	

	報償費
	
	
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	
	
	

	需用費
	消耗品費
	
	
	
	
	
	

	
	燃料費
	
	
	
	
	
	

	
	食糧費
	
	
	
	
	
	

	
	印刷製本費
	
	
	
	
	
	

	
	光熱水費
	
	
	
	
	
	

	
	修繕費
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	

	役務費
	通信運搬費
	
	
	
	
	
	

	
	手数料
	
	
	
	
	
	

	
	保険料
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	

	委託料
	
	
	
	
	
	

	使用料及び賃借料
	
	
	
	
	
	

	備品購入費
	
	
	
	
	
	

	負担金
	
	
	
	
	
	

	租税公課費
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	


別　紙

宣　誓　書

平成　　年　　月　　日

　指宿市長　豊留　悦男　様
所在地

法人名

（団体名）

代表者名　　　　　　　　　　　印
指宿市いぶすき山川港特産市場の指定管理者の指定を申請するに当たり，以下の事項及び添付書類の内容について事実に相違ないことを宣誓いたします。

また，指定管理者の指定に係る議決の日までに以下の事項に該当しなくなったときは，直ちに指宿市に通知します。
《宣誓事項》

１　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４に規定する者に該当しない。

２　地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第11項の規定による指定の取消しを受けたことがない。

３　国税，市税等の税金に滞納がない。（国税，市税等の納付義務がある団体等である場合。）

４　代表者が国税，市税等の税金に滞納がない。（申請者となる団体の代表者が国税，市税等の納付義務がある場合。）

５　会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定による更生手続開始の申し立て又は民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定による再生手続開始の申し立てをしていない。

６　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員の統制下にある団体でない。
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